音楽療法士（２種）の称号の授与に関する規程（一部改正案）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔平成１１年７月２３日制定〕
〔規程　短１号〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（趣旨）

第１条　音楽療法士（２種）の称号の授与については、この規程の定めるところによ　る。

（音楽療法士（２種）の称号授与の要件）

第２条　音楽療法士（２種）の称号は、全国音楽療法士養成協議会（以下「本協議会」という。）が認定する音楽療法士（２種）養成所の教育課程を履修し、所定の単位を修得して卒業した者に授与するものとする。

　（その場合、本協議会が認定する短期大学専攻科において、音楽療法士（２種）養　　成の教育課程を履修し、所定の単位を修得して当該短期大学専攻科を修了した者　　を含めるものとする。）

（単位の修得方法等）

第３条　音楽療法士（２種）の称号の授与を受けようとする者は、次の各号に定める　ところにより単位を修得しなければならない。

一　前条に該当する者の単位の修得にあたっては、音楽専攻に係る専門の学芸を体系的に履修するとともに、幅広く深い教養と福祉に関する知識及び総合的な判断力を培い、豊かな人間性を涵養するよう適切に配慮して履修すること。

二　前条に規定する音楽療法士（２種）の称号の授与を受ける場合の単位の修得方　　法は、音楽に関する分野、音楽療法に関する分野、音楽療法の関連分野に係るも　　のをそれぞれ履修し、かつ講義、演習、実習又は実技を適切に含めて４１単位以　　上となるよう修得すること。

三　前項に規定する４１単位以上に加えて、教養関連科目（外国語コミュニケーション2単位、情報処理2単位を含む）として１２単位以上を修得すること。
　四　教養関連科目は、音楽療法士（２種）養成の教育課程との関連に留意して科目を設定する等、学生の学習意欲を高めるための創意・工夫に努めること。

２　１単位に要する時間数は、短期大学設置基準に定める授業時間数による。

（音楽療法士（２種）養成の教育課程）

第４条　音楽療法士（２種）養成の教育課程は、別表１に定める規定による。

　（入学前の既修得単位等の認定及び

　　　　他の大学又は短期大学における授業科目の履修等）

第５条　本協議会が定める教育課程を有する短期大学は、当該短期大学が教育上有益　と認めるときは、学生が当該短期大学に入学する前に大学又は短期大学において修　得した授業科目の単位を、当該短期大学に入学した後の当該短期大学における音楽　療法士（２種）の称号授与を受けるための授業科目の履修とみなし、短期大学の定　めるところにより単位を与えることができる。

　　この場合において、音楽療法士（２種）の称号授与を受けるための授業科目の履　修としてみなすことができる単位数は、音楽系大学又は音楽系短期大学にあっては、　第３条３に規定するところによる「音楽に関する分野」の係る単位数を上限とする。　また、音楽系以外の大学・短期大学にあっては、第３条３に規定するところによる　「音楽療法の関連分野」に係る単位数を上限とする。

２　本協議会が定める教育課程を有する大学は、当該大学が教育上有益と認めるとき　には、学生が他の大学または短期大学において修得した授業科目の単位を、当該短　期大学における音楽療法士（２種）の称号授与を受けるための授業科目の履修とみ　なし、短期大学の定めるところにより単位を与えることができる。

　　この場合において、音楽療法士（２種）の称号授与を受けるための授業科目の履　修としてみなすことができる単位数は、音楽系大学又は音楽系短期大学にあっては、　第３条３に規定するところによる「音楽に関する分野」に係る単位数を上限とする。　また、音楽系以外の大学・短期大学にあっては、第３条３に規定するところによる　「音楽療法の関連分野」に係る単位数を上限とする。

（科目等履修生）

第６条　本協議会が定める教育課程を有する短期大学は、当該短期大学が認めるところにより、当該短期大学の学生以外の者で一又は複数の授業科目を履修する者（以下「科目等履修生」という。）に対し、単位を与えることができる。

　　ただし、音楽療法士（２種）の称号を得ようとする場合は、本協議会が認定する音楽療法士（２種）養成所（「短期大学専攻科」を含む。）において、所定の単位を修得して卒業若しくは修了することを要するものとする。

第７条　第２条の規定により音楽療法士（２種）の称号の授与を受けようとする者は、　本協議会が定める音楽療法士（２種）の称号の認定証交付申請書に、次の各号に掲げる書類（１通）及び認定料30,000円を添え、２月又は９月に本協議会会長に申請するものとする。　
一　卒業見込及び単位修得見込証明書（授与様式短1号）
　二　専門教育科目「単位修得状況等」申告書（個人票）（授与様式短２号－１）
三　教養関連科目「単位修得状況等」申告書（個人票）（授与様式短２号－２）
　四　音楽療法実習についての証明書（総括表）（授与様式短３号－１）
　五　音楽療法実習についての個人票（授与様式短３号－２）
　六　音楽療法士（２種）称号認定証交付費　振込明細書（授与様式短４号）
　七　音楽療法士（２種）称号交付の申請書類の提出について（授与様式短５号）

（音楽療法士（２種）の称号の授与）

第８条　協議会会長は、前条の規定に基づく申請があった場合、別記様式による音楽　療法士（２種）の称号の認定証書を交付する。
（音楽療法士（２種）の称号授与要件の特例）
第９条　第２条の規定にかかわらず、医師、看護師、理学療法士、作業療法士、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士、公認心理師、言語聴覚士、高等学校教員　（音楽）、中学校教員（音楽）、小学校教員、幼稚園教員、特別支援学校教員、保育士の公的免許・資格保持者であって、それぞれの分野において３年以上の実務経験を有する者は、本協議会が認定する養成校において、別表イに定める単位数を修得すれば、音楽療法士（２種）の称号を授与することが出来るものとする。

２　前条に規定する音楽療法士（２種）の称号を受けようとする者は、本協議会が定める音楽療法士（２種）の称号の認定証交付申請書に、次の各号に掲げる書類及び認定料30,000円を添え、２月又は９月に本協議会会長に申請するものとする。

　一　別表イに掲げる公的免許証書・資格証書のコピー又は免許・資格取得証明書一通
　二　履歴書（市販の履歴書　可）一通
　三　専門教育科目「単位修得状況等」申告書（個人票）（授与様式短２号―２）
四　音楽療法実習についての個人票（授与様式短３号―２）
　五　別表イ「備考１」の音楽療法実習の免除を受けようとする者は、勤務確認書一　　通
六　音楽療法士（２種）称号認定証交付費　振込明細書（授与様式短４号）

　七　音楽療法士（２種）称号交付の申請書類の提出について（授与様式短５号）

（音楽療法士（２種）の信用失墜行為の禁止）

第１０条　音楽療法士は、次のような音楽療法士の信用を失墜する行為をしてはならない。

２　音楽療法士としての業務に関連して刑法上の罪に科せられる行為

３　音楽療法の対価として不当な科報酬を請求し、対象者に多大な経済的負担を生じさせる行為

４　暴行、脅迫その他刑罰法規にふれる行為

第１１条　音楽療法士は、その業務に関して知り得た対象者の秘密を、正当な理由なくして漏らしてはならない。

（音楽療法士（２種）の称号取消し）

第１２条　協議会会長は、音楽療法士が第９条又は第１０条に該当する場合には、音楽療法士（２種）の称号を取り消さなければならない。

（その他）

第１３条　称号授与の申請書及び称号の認定証書は、別に定める様式とする。
（補　則）
第１４条　この規程は、総会の議決を経なければ変更できない。

　　　附　則

　１　この規程は、平成１１年７月２３日から施行する。

　２　平成１２年度における称号授与の申請の時期は、第７条の規程にかかわらず、　　平成１３年２月以降とする。

　３　この規程は、平成１４年４月１日から施行する。

　４　第７条に規定する認定料30,000円は、平成１８年３月卒業者より適用する。

　５　第７条第３号に規定する教養関連科目「単位修得状況等」申告書の提出は、平成２０年３月の卒業者より適用する。
　６　経過措置として、音楽療法士（２種）養成所として認定された大学等が、既に、過年度より音楽療法の教育課程を設けている場合は、当該教育課程を履修する学生の卒業（見込み）時には音楽療法士（２種）の授与申請ができるものとする。
　　　沿　革

　平成１３年１２月１２日一部改正

　平成１５年４月２２日一部改正
　平成１６年４月２７日一部改正

　平成１７年４月１９日一部改正
　平成１９年４月２６日一部改正
　平成２２年６月　７日一部改正
令和６年９月１日一部改正
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